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＜検討経過＞
【平成28年】
６⽉９⽇

「経済社会・科学技術イノベーション活性化委員会」の設置

６⽉21⽇＜第１回 活性化委員会＞
経済財政政策と科学技術イノベーション政策の現状について

10⽉６⽇＜第２回 活性化委員会＞
中間報告（案）について

10⽉14⽇
中間報告とりまとめ。経済財政諮問会議で報告。

12⽉16⽇＜第３回 活性化委員会＞
最終報告（案）について

12⽉21⽇
最終報告とりまとめ。経済財政諮問会議とCSTIの合同会議で報告

○ 600兆円経済の実現に向け、成⻑のエンジンである科学技術イノベーションの活性化等を図るため、
経済財政諮問会議と総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の下に「経済社会・科学技術
イノベーション活性化委員会」を設置。両会議が合同で専⾨調査会を設置するのは初めて。

○ 平成28年６⽉以降、同委員会で議論を重ね、10⽉に中間報告、12⽉に最終報告とりまとめ。

＜委員会メンバー＞

榊原 定征 経済財政諮問会議有識者議員

⾼橋 進 経済財政諮問会議有識者議員

上⼭ 隆⼤ 総合科学技術・イノベーション会議
有識者議員

橋本 和仁 総合科学技術・イノベーション会議
有識者議員

⽩⽯ 隆 政策研究⼤学院⼤学学⻑

中⻄ 宏明 (株)⽇⽴製作所取締役会⻑
代表執⾏役



「科学技術イノベーション官⺠投資拡⼤イニシアティブ」の策定
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＜現状認識＞
■ 我が国は⼈⼝が減少し、超⾼齢社会が到来。また、世界は⼤変⾰時代を迎え、グローバルな国際競争が
⼀層激化する中、欧⽶や中国などは着実に科学技術イノベーション予算を拡充。

■ 我が国にとって、新たな技術⾰新を活⽤し国⺠⽣活を豊かにする「Society 5.0」の実現こそが、600兆円
経済を実現する成⻑戦略の鍵。「世界で最もイノベーションに適した国」に我が国を変⾰するため、今こそ、
官⺠がともに成⻑のエンジンを最⼤限ふかし、「未来への投資」を拡⼤する必要。

科学技術イノベーション官⺠投資拡⼤イニシアティブ
【基本的考え⽅】
■ CSTIの司令塔機能の強化を図り、Society 5.0の実現に資する科学技術予算の量的・質的拡⼤を
⽬指す。

■ イノベーション創出を阻害している制度、仕組みを徹底して⾒直し、効率的な資源配分の仕組みを構築。
■ 「科学技術基本計画」で定められた「政府研究開発投資の⽬標（対GDP⽐１％）」の達成、

⼤学等への⺠間投資の３倍増を⽬指す。

【経済社会・科学技術イノベーションの活性化に向けた３つのアクション】
■ 研究開発の官⺠投資拡⼤に向け、以下の＜３つのアクション＞を強⼒に実⾏。

アクション１： ＜予算編成プロセス改⾰アクション＞
アクション２： ＜研究開発投資拡⼤に向けた制度改⾰アクション＞
アクション３： ＜エビデンスに基づく効果的な官⺠研究開発投資拡⼤アクション＞
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産業界 ・ＰＤの派遣等によるプログラム共同実施／協調領域（オープンイノベーション）の拡⼤

・社会実装に向けた⺠間投資の拡⼤も推進

相乗効果

〜官⺠研究開発投資の量的・質的拡⼤〜
呼び⽔となる政府ＳＩＰ事業予算を拡充＋⺠間による研究開発投資の⾶躍的拡⼤

ＣＳＴＩの機能
⾃らプログラムを構築、厳格に進捗管理
「ＳＩＰ型マネジメント」モデル構築

オープンイノベーションモデル
府省連携モデル
ＰＤ中⼼のマネジメントモデル

⽬標/特徴
官⺠で⺠間投資誘発効果の⾼いターゲット領域を設
定(研究開発成果の活⽤による財政⽀出の効率化へ
の貢献にも配慮）。

CSTI／産業界が選定した各省提案事業に推進費を
アドオン

各省主導の施策を⺠間投資誘発効果の⾼い分野へ
誘導

⽬標/特徴
出⼝戦略の明確化／ＰＤへの権限集中
府省連携
産学連携

ＣＳＴＩの機能
新型推進費をレバレッジとして、「ＳＩＰ型マネ

ジメント」を各省に拡⼤
領域統括（仮称）を通じた関連施策の連携促
進やステージゲート⽅式による評価の拡⼤等

CSTIによる司令塔機能の発揮（SIPパイプラインの構築）
• 画期的なＳＩＰモデル・研究開発成果 • 各省への展開を図り、産業界との協⼒を拡⼤

• 各省事業に対する司令塔としての関与（進捗管理等）• 各省主導では実施できない事業の推進

既存のＳＩＰの継続 新型ＳＩＰの導⼊
（「科学技術イノベーション官民投資拡大推進費（仮称）による事業）

アクション１：予算編成プロセス改⾰

ＳＩＰ：戦略的イノベーション創造プログラム



 推進費は、平成30年度より開始。既存のＳＩＰの制度が各省連携による内閣府主導のプログラムである
のに対し、推進費は各省主導の施策が対象。なお、既存のＳＩＰの制度についても、平成31年度以降も
継続。

１．⼆本⽴ての考え⽅
アクション１：予算編成プロセス改⾰の運⽤

 ターゲット領域の対象施策の提案は、各年の８⽉頃に各省からの申請を受け付け、９〜10⽉頃に審査を
⾏った上で、11⽉頃に対象施策を決定。

 対象施策については、推進費から、研究開発の加速、新規研究開発の前倒し、事業化への取組の加速
等を⽬的とした予算配分（追加予算配分）を要望する権利を与えることとし、３⽉頃に各省からの申請を
受け付け、４〜５⽉頃に審査を⾏った上で、６⽉頃に配分を決定。

 対象施策の期間については、５年間等の⼀定の⻑さを検討。

４．推進費配分のスケジュール

① 施策ごとに各省がプログラムディレクター（ＰＤ）を任命し、ＰＤに全体の研究計画の策定・変更、予
算配分等の権限を集中（施策提案の際に、各省にＰＤ候補の提⽰を求め、それも含めて、対象施策を
選定することを想定）

② 明確な研究開発⽬標、マイルストーンの設定ときめ細かな進捗管理、機動的な計画変更
③毎年度の評価の実施とそれを反映させた予算配分
④産業界と⼤学等が⼀体的に推進する産学官連携体制を構築

３．各省の対象施策に求めるＳＩＰ型マネジメントの必須要件

 領域統括は、内閣府に置き、ターゲット領域の関連施策の連携促進、対象施策の選定や追加配分の審
査、実施状況のフォローアップ、ステージゲート評価における中⼼的役割と権限を付与。

２．領域統括の位置づけと役割
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アクション２：研究開発投資拡⼤に向けた制度改⾰アクション (1)
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＜オープンイノベーションの促進に向けた⼤学等改⾰の加速と産学連携の深化＞
• オープンイノベーションの重要な担い⼿である⼤学等の改⾰を進めるとともに、
「組織」対「組織」の本格的な産学連携の推進が重要

• このため、⼤学等の経営マネジメントの強化を図るべき

 ⼤学等への寄附拡⼤に向けた税制の在り⽅など多様な資⾦の獲得の推進

＜研究開発型ベンチャー創出の促進＞
• ベンチャー企業が科学技術イノベーションに果たす役割は極めて重⼤
• 国による優れた研究成果の社会への還元のために、⼤学発・国⽴研究開発法⼈発
ベンチャーの意義は⼤きく、着実な⽀援が重要

 国⽴研究開発法⼈発ベンチャーの創出促進に向けた出資機能等の在り⽅
 研究開発型ベンチャーの創設から⾃⽴化までの切れ⽬のない⽀援の推進

＜新たな市場創出に向けた公共調達の拡⼤＞
• 科学技術イノベーション指向の公共調達の拡⼤を、経済財政上の課題解決に資する
ものとして積極的に推進

 公共調達における「総合評価⽅式」適⽤時に、優れた技術の提案が促される
評価項⽬を設定するなど、⾰新的技術を採⽤しやすい仕組みの導⼊

新たな検討事項

新たな検討事項

新たな検討事項



アクション２：研究開発投資拡⼤に向けた制度改⾰アクション (2)
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＜科学技術イノベーションを通じた地域活性化＞
• 科学技術イノベーションを通じて地域活性化を図る観点も重要であり、地域の⼤学
等が核となって地⽅の企業等との連携を強化していくこと等が重要

 企業版ふるさと納税等の積極的活⽤の促進

＜科学技術イノベーションを⽀える⼈材投資の促進＞
• 科学技術イノベーションの促進には、⼈材への投資や、研究⼈材の流動化が不可⽋
• 企業が求める⼈材や企業⼈材の⼤学等における育成のための仕組み、産学官の多様
な場での若⼿研究者の活躍促進などが重要

 産学連携による学位プログラム等の創設

＜科学技術イノベーション創造に効果的な予算の構築＞
• 政府予算における研究開発投資・⼈的投資等への資源配分の強化や、予算をより
効果的・効率的なものとし官⺠の投資拡⼤を実現していくことが重要

 技術開発⽔準評価システム（TRL）の導⼊
 研究費の更なる効率的使⽤に向けた予算上の⼯夫
 ⼤学等への⺠間投資促進

新たな検討事項

新たな検討事項

新たな検討事項



アクション３：エビデンスに基づく効果的な官⺠研究開発投資拡⼤アクション
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エビデンスに基づく政策のPDCAサイクルの確⽴

政府による研究開発投資や政策効果の⾒える化

政策形成の判断材料の提供 適切な資源配分や評価の実現 対外的な情報発信

【俯瞰的なデータの収集・エビデンスの構築】

■ 限られた政府研究開発投資の効果を最⼤限引き出し、
伸⻑すべき政策⽬的・分野への予算の拡充がなされる
よう、科学技術関係予算を分析

■ 関係府省・機関と連携し、俯瞰的な形で情報を整備

【重要政策課題の調査分析】

■ 重要な政策課題に関する政策形成システム
の構築

■ ⺠間研究開発投資を促進する政策の在り⽅
などの分析

■ アクション１のターゲット領域設定に資する
情報提供


